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第 2 章 インドネシア 
１．特許 

１．１ 産業財産権の権利化期間 

 

一般に新興国では、その国の特許法上で出願から公開までの期間をたとえば 18か月と定めて

いたとしても、実際に案件が公開されるまでに相当の期間を要することがある。さらに各庁では大量

のバックログ（審査待ち案件）を抱え、登録までの期間も非常に長くなっている。 

 

本節ではインドネシア知財庁サイトのデータベースである DGIPシステム上の案件データから算

出した、出願から公開までに要した期間、および出願から登録までに要した期間を報告する。単に

平均期間を計算するだけでなく、期間の分布をグラフ化し、どの程度のバラツキが存在するのか、年

ごとのバラツキがどのように変化しているのかを視認できるようにする。さらに権利種別（特許・実案）

ごと、出願人国籍ごと、出願ルートごと、技術分野ごとの傾向も可視化する。 

 

2021年 1月初旬に知財庁サイトのデータベースがリニューアルされ、従来のシステムと表示され

る情報に少々変更があった。また 2020年に発行された案件の収録も大きく改善されている様子であ

る。しかし本書では昨年末までのデータベースから取得した情報に基づいた報告を行う。 

 

本項では下表に記す個々の集合についての経過期間分布グラフを紹介する。 

 

集合 

全案件 
出願人国籍/インドネシア 
出願人国籍/インドネシア以外 
出願ルート/PCT 
出願ルート/パリルート 
出願ルート/Local 
技術分野/電気工学 
技術分野/機器 
技術分野/化学 
技術分野/化学/有機・バイオ・医薬 
技術分野/化学/無機材料 
技術分野/化学/化学工学 
技術分野/機械工学 
技術分野/その他 

 

□ 出願人国籍 

 

DGIPシステムの書誌表示画面にて表示される「Pemegang Paten」情報の中の「Nationality」

フィールドの情報を使用して出願人国籍を分類した。 

 

 

 

 

 

案件によっては国籍の異なる複数の出願人から出願されたものもある。インドネシア国籍の

出願人が含まれている案件を、「当国」出願人による案件と分類した。 
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しかしこの出願人国籍情報は、必ずしもデータベースに収録された全件に付与されているわ

けではなく、このフィールドからは国籍を把握できない案件も存在する。これらの国籍不明案件

は「当国以外」には含めていない。国籍を判定できる出願人が含まれており、かつインドネシア

国籍出願人が含まれない案件だけを「当国以外」の出願人による案件と分類した。 

 

□ 出願ルート 

PCT 

2013年までに出願された案件のうち PCT国内移行案件（以下「PCT案件」とする）は、出

願番号第 1桁に「W」が付与されており、どの案件が PCT案件なのかを明確に識別すること

ができる。しかし 2014年以降に出願された特許案件では出願ルートに関係なくすべて「P」に

統一され、出願番号から PCT案件を特定することができない。これらについてはWIPO 

PATENTSCOPEサイトから得られる PCT出願番号情報を使用して、PCT案件を特定した。 

 

しかし 2019年 12月時点では、PATENTSCOPEには 2019年 7月第 1週までに発行さ

れた案件しか収録されていない。このためそれ以降に発行されたものについては、PCT案件

を特定することができず、パリルート案件あるいは Local案件と「誤判定」されている。 

 

パリルート 

書誌表示画面に表示される優先権情報をもとに、国外案件を優先権主張している案件で

あって、前記の「PCT案件」に含まれないものをパリルート案件として分類した。 

 

Local 

PCT案件・パリルート案件のいずれにも分類されないものを、同国に第一国出願された

Local案件として分類した。 

 

□ 技術分野 

 

DGIPシステムの書誌表示画面にて表示される IPC情報を使用し、「電気工学」・「機器」・

「化学」・「機械工学」・「その他」の第 1階層 5分野に分類した。詳細な分類方法（コンコーダン

スリスト）はWIPOから発行された報告書「Concept of a Technology Classification for Country 

Comparisons」の「Table 2: New concept of technology classification, update: May 2008」に記さ

れた一覧を参照のこと。この報告書の URLを下記に示す。 
https://www.wipo.int/export/sites/www/ipstats/en/statistics/patents/pdf/wipo_ipc_technology.pdf 

 

1件の案件に付与される IPCは 1個とは限らず、たとえば「電気工学」に対応する IPC と「機

器」に対応する IPCの双方が付与される案件も存在する。このような場合は、同じ案件が「電気

工学」分野でも集計され、「機器分野」でも重複して集計されることになる。 

 

この報告書では「その他」分野として家具、ゲーム、その他の消費財、土木技術の対応 IPC 

が付与され、本報告書もこれに倣う。よって「その他」分野に分類される案件は、「電気工学」～

「機械工学」の４分野の案件以外を表すものではなく、同報告書上で「その他」分野に対応する

IPCが付与された案件である。 

 

新興国では IPCが付与されていない案件も存在する。これら IPCが付与されていない案件

群は、「その他」に分類されるのではなく、いずれの技術分野の集合にも含まれないことに注

意。 
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「化学」分野については前記のコンコーダンスリストでは、更に 11種類に分類されている。本

報告書では、この 11種類の分類を下表のように 3種にまとめてグラフ化した。 

 

WIPO 報告書（和訳） 本報告書での分類 

･･有機化学・化粧品 

･･有機・バイオ・医薬 

･･バイオテクノロジー 

･･製薬 

･･高分子化学・ポリマー 

･･食品化学 

･･基礎材料化学 
･･無機材料 

･･無機材料・冶金 

･･表面加工 

･･化学工学 
･･マイクロ構造・ナノテクノロジー 

･･化学工学 

･･環境技術 

 

 

□ 期間情報 

 

出願から公開まで、および出願から登録までの期間は、DGIPシステムの書誌表示画面にて

表示される出願日・公開日・登録日の 3種の日付情報について、それぞれの日付値から月未

満の値を切り捨てした「年月値」を使用して算出した。期間抽出に使用したフィールドを下図に

示す。 

 

□登録済み案件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

登録日 

公開日 

出願日 
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□未登録案件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「出願～公開」については公開年月値から出願年月値を減じた値を経過月数値として使用

した。「出願～登録」については登録年月値から出願年月値を減じた結果を 12で除算した値を

経過年数値として使用した。 

 

なお本来ならば「審査期間」を求めるためには、審査請求日から登録査定までの期間を計算

すべきである。しかし、このデータベースでは審査請求日が表示されない。このため出願日を起

点として登録までの期間を算出したものである。 

 

 

  

公開日 

出願日 
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１．１．１ 出願日から公開日までの期間 

 

表は 2020年に公開された特許案件について、それぞれの集合ごとに出願から公開までの平均

期間、および集合に含まれる案件の件数をまとめたもの。 

  
平均期間 件数 

全案件 18.5 か月 1,546 件 

出願人国籍   

・インドネシア 18.6 か月 898 件 

・インドネシア以外 18.5 か月 631 件 

出願ルート   

・PCT 99.7 か月 3 件 

・パリルート 17.1 か月 468 件 

・Local 18.9 か月 1,075 件 

技術分野   

・電気工学 19.9 か月 278 件 

・機器 19.8 か月 140 件 

・化学 19.9 か月 536 件 

・・有機・バイオ・医薬 20.5 か月 308 件 

・・無機材料 20.5 か月 151 件 

・・化学工学 18.6 か月 129 件 

・機械工学 17.2 か月 316 件 

・その他 19.4 か月 97 件 

 

インドネシア知財庁業務も COVID-19の影響を大きく受けている。2020年の特許発行件数

（2020年 12月末集計値）は、2019年の発行件数の約 15%程度にしか達していない。2020年 12月

に発行された案件も既にデータベースには収録されていることからは、例えばレコードの収録が

2020年 2月頃までで途絶えているわけでもない。同国での出願から公開までの期間はほぼ 18か月

であり、2020年に公開される案件の大多数は、まだ COVID-19蔓延以前に出願された案件であり、

出願数が異常に少なかったとも考えづらい。知財庁内での公開に伴う業務が遅延し、COVID-19以

前に出願された案件が知財庁内部で公開バックログとして残っている可能性が大きいと考える。 

 

この数年の傾向を見ると、一部の新興国で見られる出願から公開までの異常な期間経過は、同

国では発生していない。昨年の集計では全特許案件の平均期間も、特許法で規定された 18か月を

下回っていた。今年の集計には COVID-19要因の「ノイズ」が多く含まれていることに注意する必要

がある。 

 

PCTルート案件数が非常に少ないのは、前記したように同国知財庁からWIPOへのデータ提供

が滞っており、PATENTSCOPE 情報を使用した PCT案件判定ができないためである。 

 

以下、それぞれの集合について、2002年以降の分布をグラフで紹介する。 
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（１） 全案件 

 

2014年以降は出願から公開までの期間が徐々に遅れ気味であったが、2018年には前年より 4.5

か月ほど短期化した。その後、また長期化傾向も確認されるが、今年度は COVID-19の影響による

業務停滞も推測され、2020年の数字で傾向を判断することはできそうもない。 

 
全特許 
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（２） 出願人国籍 

 

2020年の公開件数が少ないため、全体の傾向を語ることは難しい。しかしインドネシア国籍出願

人の集合、同国以外の国籍の出願人の集合の双方のグラフを比較してみると、件数規模の前年との

差が顕著に感じられる。インドネシア国籍の案件は前年比 60%程度の件数が公開されているが、外

国籍案件の公開数は僅か 9%にまで減少している。PCTルート・パリルートという外国案件の知財庁

内部処理に COVID-19が大きく影響を与えた可能性がある。 

 

国内出願人案件の経過期間分布は前年と変わりはなさそう。外国籍出願人案件の分布は、件数

規模が小さすぎて傾向を語ることは難しい。 

 
インドネシア 

 
インドネシア以外 

 
 

  



 

 

10 

 

（３） 出願ルート 

 

前記したように同国知財庁からWIPOへのデータ提供が停止しているため、PATENTSCOPE情

報を使用することができず、2020年公開案件の PCTルート案件を特定することができない。このた

め 2020年に公開された PCTルート案件は 3件だけであり、経過期間の統計的な分析ができる規

模ではない。 

 

パリルート案件も前年比 10%程度の件数レベルであり、これもグラフ形状から何かを分析できる規

模ではない。 

 

グラフでは Local と記した第一国出願案件群では 2020年の公開件数 1,075件の大多数を占め

る 963件が 18か月～24か月で公開されている。しかしこれは出願からの経過期間が 6か月から 12

か月となるはずの「短期公開」案件群が、COVID-19の影響を受けて出願されなかったことも考えら

れる。 

 
PCT 

 
パリルート 
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Local 
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（４） 技術分野 

 

どの技術分野も出願からの平均期間が前年より若干伸びているが、件数規模の激減と併せて、

COVID-19が要因と思われる。いずれの技術分野でも今年のバブルが前年の最頻値バブルと同じ

位置に配置されている。 
 

電気工学 

 
機器 

 
化学 
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化学/有機・バイオ・医薬 

 
化学/無機材料 

 
化学/化学工学 
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機械工学 

 
その他 
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１．１．２ 出願日から登録日までの期間 

 

表は 2020年に登録された特許案件について、それぞれの集合ごとに出願から登録までの平均

期間、および集合に含まれる案件の件数をまとめたもの。 

 

前記したように 2020年に公開された案件の規模は COVID-19の影響のため激減していたが、

2020年に登録された案件については平均期間・件数ともに例年とさほど変わりがない。知財庁内部

の案件登録のための業務に与える COVID-19の影響はわずかな程度にとどまる。 

  
平均期間 件数 

全案件 3.6 年 7,715 件 

出願人国籍   

・インドネシア 3.9 年 618 件 

・インドネシア以外 3.6 年 7,084 件 

出願ルート   

・PCT 3.6 年 5,464 件 

・パリルート 3.7 年 1,499 件 

・Local 3.9 年 752 件 

技術分野   

・電気工学 3.5 年 1,454 件 

・機器 3.5 年 757 件 

・化学 3.7 年 3,496 件 

・・有機・バイオ・医薬 3.8 年 1,930 件 

・・無機材料 3.6 年 1,186 件 

・・化学工学 3.6 年 999 件 

・機械工学 3.5 年 2,214 件 

・その他 3.9 年 668 件 

 

同国特許の出願から登録までの期間は、いずれの集合も 3.5年～3.9年と安定している。 

 

以下、それぞれの集合について、2002年以降の分布をグラフで紹介する。 
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（１） 全案件 

 

2019年は前年よりわずかに経過期間短縮がグラフから視認された。2020年もこの傾向が続いて

いる様子。 

 
全特許 
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（２） 出願人国籍 

 

2020年に登録された案件の平均登録期間は、インドネシア国籍出願人案件が 3.9年、同国以外

の国籍の出願人案件が 3.6年と、大きな違いはない。いずれも前年より平均期間が僅かに短縮され

ている。 

 
インドネシア 

 
インドネシア以外 
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（３） 出願ルート 
 

3つの出願ルートいずれも 2020年の平均登録期間には、ほとんど差が見られない。最頻値バブ

ルの位置や分布の拡がりには、それぞれに僅かな差が確認される程度である。 

 
PCT 

 
パリルート 

 
Local 
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（４） 技術分野 
 

2020年に登録された案件の平均登録期間は、技術分野間で半年弱程度の差。ほとんどの分野

で短縮傾向。最頻値バブルの位置も、分布の拡がりもさほどの差は見られない。 
 

電気工学 

 
機器 

 
化学 
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化学/有機・バイオ・医薬 

 
化学/無機材料 

 
化学/化学工学 
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機械工学 

 
その他 
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１．２ 産業財産権の出願件数上位リスト 

１．２．１ 全出願人 

 

ここでは 2017～2019年の各年に出願された特許案件を母集団として、件数の多い 20社（出願

人）のランキングを紹介する。「出願日から公開日までの期間」で紹介したように、出願された案件が

公開されるまでに 2～3年を要するものも無視できないほどの件数である。たとえば 2020年に出願さ

れた案件であっても、ほぼ全てが「出揃う」までには、まだ 3年以上を要すると想定される。しかし出

願が古い案件だけを集計しても、価値のある統計数字にはなり得ないことから、最新の 2020年出願

案件を集計から除外し、2017～2019年に出願されたものを一覧にまとめた。 

 

また新興国の特許情報では出願人名の表記揺れが大きく、たとえば本田技研工業株式会社の

出願案件であっても、出願人名文字列は多種多様なものが存在する。ここで紹介する一覧は、これ

らを目視によってグループ会社に名寄せしたものであり、若干の漏れが発生している可能性もある点

は留意が必要である。 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 QUALCOMM グループ 387 QUALCOMM グループ 438 QUALCOMM グループ 145 

2 位 日本製鉄 グループ 255 SAMSUNG グループ 294 トヨタ自動車 グループ 117 

3 位 HUAWEI グループ 194 トヨタ自動車 グループ 238 SAMSUNG グループ 102 

4 位 ホンダ グループ 169 ALIBABA グループ 170 ホンダ グループ 83 

5 位 トヨタ自動車 グループ 163 ホンダ グループ 169 スズキ グループ 65 

6 位 ALIBABA グループ 155 HUAWEI グループ 153 

INSTITUT TEKNOLOGI 

BANDUNG（バンドン工科

大学） 

56 

7 位 UNILEVER グループ 147 LIPI インドネシア科学院 141 LIPI インドネシア科学院 51 

8 位 LIPI インドネシア科学院 142 ユニ・チャーム グループ 112 HUAWEI グループ 41 

9 位 SAMSUNG グループ 113 日産自動車 グループ 111 JFE グループ 37 

10 位 BASF グループ 112 UNILEVER グループ 106 HALLIBURTON グループ 34 

11 位 DOW CHEMICAL グループ 111 

UNIV NEGERI 

SURABAYA（スラバヤ州立

大学） 

106 
UNIV GADJAH MADA

（国立ガジャ・マダ大学） 
33 

12 位 SAINT GOBAIN グループ 111 JFE グループ 87 ユニ・チャーム グループ 32 

13 位 JFE グループ 109 日本製鉄 グループ 79 ダイハツ工業 31 

14 位 HALLIBURTON グループ 100 

INSTITUT TEKNOLOGI 

BANDUNG（バンドン工科

大学） 

69 日産自動車 グループ 30 

15 位 
UNIV BRAWIJAYA（ブラ

ウィジャヤ大学） 
95 

UNIV GADJAH MADA

（国立ガジャ・マダ大学） 
65 パナソニック グループ 30 

16 位 シャープ グループ 93 花王 グループ 63 UNILEVER グループ 29 

17 位 ユニ・チャーム グループ 92 ERICSSON グループ 60 OPPO グループ 29 

18 位 PHILIPS グループ 85 BAYER グループ 55 花王 グループ 28 

19 位 花王 グループ 85 
UNIV BRAWIJAYA（ブラ

ウィジャヤ大学） 
53 ヤマハ グループ 24 

20 位 ERICSSON グループ 82 BASF グループ 46 KWANG YANG MOTOR 24 
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１．２．２ 日本国籍出願人 

 

続いて日本国籍の出願人に限定して、2017～2019年の各年に出願された案件を母集団としたと

きに、件数の多い 20社（出願人）のランキングを紹介する。「日本国籍」の判定は「産業財産権の権

利化期間」項に記した方法を使用した。 

 

近年、日本に本社（Head Quarter）を置く企業グループであっても、日本国外に「IP管理会社」を

設立し、この会社を出願人として諸国に出願する例も増えてきている。この場合には知財庁 DB情報

上は「日本国籍」出願人としては計数されない。また製造部門を ASEAN諸国に設立したあと、徐々

に開発機能を現地企業に移管する例も確認されている。この「現地企業」から出願された案件は、知

財庁 DB情報の上では ASEAN諸国が出願人国籍となり、このような場合にも「日本国籍」出願人か

ら除外される。 

 

さらに各国知財庁の出願人国籍情報には、ある程度の比率でノイズが含まれている。下図は

「LIPI インドネシア科学院」から出願された「P00201705502」の書誌画面表示。同国の研究機関であ

りながら、国籍は JP と表示されている。ここでは同国研究機関の例を示したが、日本企業であっても

日本以外の国籍が表示される案件も存在する。 

 

 

 

 

 

 

このため出願人国籍を問わない「1.2.1 全出願人」項に記した「日本企業」の件数と、本項で記し

た出願人国籍を限定した件数に差が発生している場合がある。 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 日本製鉄 グループ 255 トヨタ自動車 グループ 236 トヨタ自動車 グループ 114 

2 位 ホンダ グループ 168 ホンダ グループ 164 ホンダ グループ 81 

3 位 トヨタ自動車 グループ 163 ユニ・チャーム グループ 112 スズキ グループ 64 

4 位 JFE グループ 109 日産自動車 グループ 111 JFE グループ 37 

5 位 シャープ グループ 93 JFE グループ 86 ユニ・チャーム グループ 32 

6 位 ユニ・チャーム グループ 92 日本製鉄 グループ 77 日産自動車 グループ 30 

7 位 花王 グループ 85 花王 グループ 63 ダイハツ工業 30 

8 位 日産自動車 グループ 81 スズキ グループ 42 花王 グループ 28 

9 位 ヤマハ グループ 80 ヤマハ グループ 33 ヤマハ グループ 24 

10 位 ソニー グループ 50 ダイハツ工業 33 日本製鉄 グループ 21 

11 位 東レ グループ 41 東レ グループ 30 エクセディ 19 

12 位 パナソニック グループ 41 三菱電機 グループ 28 パナソニック グループ 17 

13 位 ライオン グループ 41 旭化成 グループ 27 東レ グループ 12 

14 位 三菱電機 グループ 37 三菱重工業 グループ 26 いすゞ自動車 グループ 10 

15 位 サントリー グループ 36 パナソニック グループ 23 三菱電機 グループ 8 

16 位 KOBELCO グループ 35 新電元工業 20 旭化成 グループ 8 

17 位 住友金属鉱山 35 大王製紙 20 DIC グループ 8 

18 位 SMC 33 大塚 グループ 19 ダイキン グループ 7 

19 位 日立 グループ 31 いすゞ自動車 グループ 19 マンダム 7 

20 位 スズキ グループ 27 KOBELCO グループ 18 ライオン グループ 7 

  

出願人名 

日本国籍 
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１．２．３ 技術分野ごと 

 

本項では同じく 2017～2019年の各年に出願された特許案件について、技術分野ごとの上位出

願人を紹介する。母集団を技術分野ごとに分割すると、最下位（20位）の出願人の件数規模は数件

～10件程度まで下がってしまう。この件数では名寄せモレによる誤差の影響が大きいため、上位 10

出願人の紹介とする。なお技術分野の定義は「産業財産権の権利化期間」項に記した方法を使用し

た。 
 

（１） 電気工学 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 QUALCOMM グループ 337 QUALCOMM グループ 332 QUALCOMM グループ 136 

2 位 HUAWEI グループ 173 SAMSUNG グループ 201 SAMSUNG グループ 60 

3 位 ALIBABA グループ 151 ALIBABA グループ 150 HUAWEI グループ 36 

4 位 ERICSSON グループ 78 HUAWEI グループ 124 OPPO グループ 27 

5 位 SAMSUNG グループ 69 トヨタ自動車 グループ 81 トヨタ自動車 グループ 24 

6 位 FRAUNHOFER グループ 55 ERICSSON グループ 52 ERICSSON グループ 20 

7 位 シャープ グループ 48 LG グループ 24 パナソニック グループ 16 

8 位 ソニー グループ 47 LIPI インドネシア科学院 23 ALIBABA グループ 15 

9 位 トヨタ自動車 グループ 41 パナソニック グループ 20 KWANG YANG MOTOR 12 

10 位 パナソニック グループ 39 

PING AN TECH 

SHENZHEN(平安科技深

圳) 

19 MICROSOFT グループ 10 

 

（２） 機器 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 ユニ・チャーム グループ 78 ユニ・チャーム グループ 100 ユニ・チャーム グループ 25 

2 位 HALLIBURTON グループ 64 花王 グループ 33 HALLIBURTON グループ 19 

3 位 PHILIPS グループ 35 日産自動車 グループ 21 花王 グループ 16 

4 位 花王 グループ 25 HALLIBURTON グループ 19 

INSTITUT TEKNOLOGI 

BANDUNG（バンドン工科

大学） 

8 

5 位 王子 グループ 17 大王製紙 18 トヨタ自動車 グループ 7 

6 位 LIPI インドネシア科学院 15 トヨタ自動車 グループ 14 日産自動車 グループ 6 

7 位 QUALCOMM グループ 15 LIPI インドネシア科学院 13 
UNIV AIRLANGGA（国立

アイルランガ大学） 
5 

8 位 大王製紙 15 
UNIV GADJAH MADA

（国立ガジャ・マダ大学） 
13 KWANG YANG MOTOR 5 

9 位 SAINT GOBAIN グループ 12 SAMSUNG グループ 11 LIPI インドネシア科学院 4 

10 位 
UNIV INDONESIA（国立

インドネシア大学） 
12 QUALCOMM グループ 10 フジクラ グループ 4 
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（３） 化学 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 日本製鉄 グループ 143 UNILEVER グループ 90 JFE グループ 25 

2 位 UNILEVER グループ 129 LIPI インドネシア科学院 83 UNILEVER グループ 24 

3 位 BASF グループ 105 JFE グループ 63 トヨタ自動車 グループ 23 

4 位 DOW CHEMICAL グループ 97 
UNIV NEGERI 
SURABAYA（スラバヤ州立
大学） 

59 LIPI インドネシア科学院 16 

5 位 JFE グループ 86 日本製鉄 グループ 46 
INSTITUT TEKNOLOGI 
BANDUNG（バンドン工科
大学） 

13 

6 位 LIPI インドネシア科学院 84 
UNIV GADJAH MADA
（国立ガジャ・マダ大学） 

45 日本製鉄 グループ 11 

7 位 BAYER グループ 73 BAYER グループ 42 
UNIV GADJAH MADA
（国立ガジャ・マダ大学） 

11 

8 位 SAINT GOBAIN グループ 69 BASF グループ 40 花王 グループ 11 

9 位 
UNIV BRAWIJAYA（ブラ
ウィジャヤ大学） 

62 
INSTITUT TEKNOLOGI 
BANDUNG（バンドン工科
大学） 

40 BASF グループ 10 

10 位 花王 グループ 55 
UNIV BRAWIJAYA（ブラ
ウィジャヤ大学） 

36 
UNIV INDONESIA（国立
インドネシア大学） 

9 

 

（４） 機械工学 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 ホンダ グループ 146 ホンダ グループ 136 ホンダ グループ 69 

2 位 日本製鉄 グループ 117 トヨタ自動車 グループ 128 トヨタ自動車 グループ 62 

3 位 トヨタ自動車 グループ 87 日産自動車 グループ 74 スズキ グループ 50 

4 位 ヤマハ グループ 68 日本製鉄 グループ 35 ダイハツ工業 28 

5 位 SAINT GOBAIN グループ 58 TVS グループ 35 日産自動車 グループ 24 

6 位 日産自動車 グループ 52 スズキ グループ 32 ヤマハ グループ 19 

7 位 JFE グループ 32 ダイハツ工業 28 エクセディ 19 

8 位 TVS グループ 32 ヤマハ グループ 23 日本製鉄 グループ 14 

9 位 SMC 29 JFE グループ 23 JFE グループ 11 

10 位 スズキ グループ 24 
GROW SOLUTIONS 
TECH 

22 ユニ・チャーム グループ 10 
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（５） その他 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 HALLIBURTON グループ 84 
BRITISH AMERICAN 
TOBACCO グループ 

38 HALLIBURTON グループ 22 

2 位 PHILIP MORRIS グループ 61 HALLIBURTON グループ 21 パナソニック グループ 6 

3 位 
BRITISH AMERICAN 
TOBACCO グループ 

25 
RAI STRATEGIC 
HOLDINGS 

11 
BRITISH AMERICAN 
TOBACCO グループ 

5 

4 位 PHILIPS グループ 21 
NICOVENTURES 
HOLDINGS 

10 日本製鉄 グループ 5 

5 位 WELLTEC グループ 17 
UNIV NEGERI 
SURABAYA（スラバヤ州立
大学） 

10 
RAI STRATEGIC 
HOLDINGS 

4 

6 位 ライオン グループ 15 Jimmy Ziepo Setiawan 7 ESCO グループ 4 

7 位 
NICOVENTURES 
HOLDINGS 

14 UNILEVER グループ 6 UNILEVER グループ 3 

8 位 CATERPILLAR グループ 12 NICOVENTURES グループ 5 ホンダ グループ 3 

9 位 SAINT GOBAIN グループ 12 
RJ REYNOLDS 
TOBACCO 

5 VALLOUREC グループ 3 

10 位 LG グループ 11 CATERPILLAR グループ 4 
INSTITUT TEKNOLOGI 
BANDUNG（バンドン工科
大学） 

3 
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１．２．４ 外国人第一国出願 

 

本項では同じく 2017～2019年の各年に出願された特許案件であって、インドネシア国籍以外の

出願人が第一国出願した案件を母集団としたランキング上位 10出願人を紹介する。インドネシア国

籍および第一国出願の定義は「産業財産権の権利化期間」項に記した方法を使用した。 

 

 
2017 年出願 2018 年出願 2019 年出願 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 TVS グループ 34 ALIBABA グループ 46 日産自動車 グループ 11 

2 位 OPPO グループ 15 TVS グループ 35 OPPO グループ 10 

3 位 日本製鉄 グループ 11 ダイハツ工業 17 ALIBABA グループ 8 

4 位 ダイハツ工業 8 HUAWEI グループ 12 HALLIBURTON グループ 8 

5 位 ホンダ グループ 8 ホンダ グループ 10 ダイハツ工業 7 

6 位 日産自動車 グループ 8 TATA グループ 8 HUAWEI グループ 7 

7 位 LIPI インドネシア科学院 6 HALLIBURTON グループ 6 ユニ・チャーム グループ 6 

8 位 UPL LTD 4 花王 グループ 5 ホンダ グループ 5 

9 位 
花王 グループ 4 北京全路通信信号研究设

计院集团 

4 花王 グループ 4 

10 位 ENI 3 日本製鉄 グループ 3 INNOLUX 4 

 

日本製鉄・ダイハツ工業のような日本企業が、実際にインドネシアに第一国出願しているかどうか

は非常に疑わしい。これらは PCT出願番号情報や優先権情報がデータベースへの収録から欠落

し、このために第一国出願と誤判定されている可能性を否定できない。 

 

2017年には「LIPI インドネシア科学院」から出願された 6件が、外国人出願として集計されてい

る。下図は 6件の中の 1件、「P00201705502」の書誌表示画面。「Lembaga Ilmu Pengetahuan 

Indonesia (LIPI)」の NATIONALITYが JP と表示される。このように DGIPシステムの出願人国籍情

報にはノイズが含まれており、上表のような結果になっている。 

 

 

 

  

出願人名 

日本国籍 
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１．３ 登録率 

 

本項では 2001～2020年の各年に出願され

た案件について、2020年 12月時点でどの程

度の案件が登録されているのかを報告する。 

 

「産業財産権の権利化期間」の項で紹介し

たように、同国では特許案件が出願され登録に

至るまでに、平均 5年程度の期間を要すること

がわかっている。よって右のグラフの 2015年以

降に出願された案件群の登録率は、今後上昇

することが見込まれる。 

 

2002年に出願された案件の登録率が異常

に高い値を示しているが、この年は登録率算出

の母数となる件数が非常に小さく、何らかのノイ

ズを含んでしまっていると考えるべき。 

 

全特許案件の登録率は 50～60%のあたりに

収束するものと思われる。日本国籍出願人によ

る案件だけを母集団とすると、70%を超える登録

率に落ち着くものと思われる。 

  

全特許 

 
日本国籍出願人 

 
日本国籍以外の出願人 

 


